
平成２５年３月１２日（火曜日）林野庁入札室

前　原　一　彦（公認会計士） 鍛　冶　良　明（弁護士）

近　田　直　裕（公認会計士、税理士）

平成２４年９月１日～平成２４年１２月３１日

２３件　 １者応札案件４件

契約の相手方が公益社団法人等の案件５ 件

　４件　 １者応札案件１件

（抽出率１７％） （抽出率２５％）

契約の相手方が公益社団法人等の案件 ２ 件

（抽出率５０％）

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 １ 件

　４件　 １者応札案件 １ 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 ２ 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 １ 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

（詳細に記述すること。） （詳細に記述すること。）

事務局：林野庁林政部林政課会計経理第１班

抽出案件

平成２４年度第４回林野庁入札等監視委員会　審議概要

開催日及び場所

委員

審議対象期間

審議対象案件
うち、

うち、

うち、

指
名
競
争

公募型指名競争
うち、

工事希望型競争
うち、

その他の指名競争
うち、

随意契約
うち、

業務

一般競争
うち、

指
名
競
争

公募型競争
うち、

簡易公募型競争
うち、

その他の指名競争
うち、

随
意
契
約

公募型プロポーザル
うち、

簡易公募型プロポーザル
うち、

標準型プロポーザル
うち、

その他の随意契約

物品・
役務等

一般競争
うち、

指名競争
うち、

随意契約（企画競争・公募）
うち、

随意契約（その他）
うち、

（特記事項）

委員からの意見・質問、それに対する回答等

意見・質問

・抽出の４件については、1者応札や公益社団法人との契約等を抽出した。

（別紙のとおり）

抽
出
案
件
内
訳

工事

一般競争

うち、

［これらに対し部局長が講じた措置］

(注)公益社団法人等とは、公益社団法人又は公益財団法人（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財
団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第４２条第１項に規定する特例社団法人又は特例財団法人を
含む。）をいう。

回答等

（別紙のとおり）

委員会による意見の具申又は勧告の内容
該当なし



 

 

 

        意見・質問 

 

        回  答 

 

 委員からの意

見・質問、それ

に対する回答等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

抽出契約について 

物品・役務関係 

〔抽出番号１：平成 24 年度森林吸収

源インベントリ情報整備事業（時期約

束期間に向けた体制整備等（自然攪乱

に関する検討等））〕 

 

・再就職の役員の地位は。 

 

・１３頁に外国旅費とあるがどこへ行

っているのか。 

 

・ノルウェーに何名で行っているの

か。 

 

・１名で１００万円になるのか。 

 

 

 

・席はビジネスか。 

 

・自然攪乱による排出量の計上除外ル

ールを我が国に適用するための体制

確立とは、準備的な位置付けなのか。 

 

・それならば、どの業者も経験がなく、

入札にチャレンジしてみようという

業者がもっと多くてもよいと思うが

その点はいかがか。 

 

 

 

 

 

 

 

・ある程度専門性が必要な業務なの

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・専務理事である。 

 

・ノルウエーに行っている。 

 

 

・１名である。 

 

 

・計画では２名分の金額であるが、

実績では約３０万円程である。 

 

・エコノミーである。 

 

・そのとおり。 

 

 

 

・この業務においては、８者に入札

説明書を手交しているが、最終的に

は入札説明会に３者の方が来られ

た。結果として事後アンケートを取

っているが、それによると、自分の

所の専門分野と得意分野とが違っ

たというところが２者、他の業務と

の兼ね合いで人員の確保が困難、過

去に類似の業務の経験がないとい

う理由がそれぞれ２者あった。 

 

・そのとおり。森林吸収量関係の国

際ルールも理解しなければならな

い。しかしながら、国内にそのよう

な知識を持っている者が他にいな



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国際的な動向についての情報収集と

いうのは、外国に行くこともあれば、

インターネットでの収集もあると思

うが、実際に行ったのはノルウェー

か。 

 

・ノルウェーでの行き先はどこか。 

 

・ここで使われているインベントリと

は森という意味か。 

 

 

・仕様書にＵＮＦＣＣ（気候変動枠組

条約）とあるが、これがノルウェーに

あるのか。 

 

 

 

いということはない。そのようなこ

とで、入札説明会に３者来ており、

入札説明書も８者受けている。 

 

・そのとおり。 

 

 

 

 

 

・行き先は把握していない。 

 

・森林全般の温室効果ガス吸・排出

量のことである。公園は国土交通

省、農地は生産局でそれぞれ担当し

ている。 

 

・ドイツのボンにある。専門家の会

合というのが世界中であり、今年は

２カ所との定めがあり、今回の事業

では、ノルウェーブラジルでの専門

家会合に派遣したということであ

る。 

 

 

〔抽出番号２：地方自治体による水源

林取得等の政策効果に関する検討調

査委託事業〕 

 

・この調査の中で外国人による森林の

購入など所有権移転の問題も対応す

るのか。 

 

 

 

・しかしながら外国人による水源地の

取得が進んでいることは大きな問題

ではないか。 

 

・誰が購入したのかは分かるのか。 

 

 

 

 

 

 

 

・調査を行った自治体には参考に聞

いているが、外国人の所有の実態把

握のためではなく、地方自治体の水

源林取得の政策効果について調査

するものである。 

 

・そのとおり。 

 

 

 

・別途、調査はしているがリゾート

地や単なる資産保有といったケー

スはあっても、水源地購入を目的と



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・委託事業における人件費の算定等の

適正化についての資料があるが、人件

費については委託先の給料等を基準

に算出するのか。 

 

 

 

・入札金額が安くなっているが、人件

費の単価を削減したのか。 

 

 

 

 

 

・調査内容に有識者への意見聴取があ

るが、林野庁の職員が行うという選択

肢はないのか。 

 

 

 

 

・アウトソーシングということか。 

したような事例は聞いていない。一

方、自治体としても、この件につい

ては非常に強い懸念は有しており、

例えば森林所有者が森林を手放し、

寄付したいといった場合もあるが、

管理が難しいことから自治体では

断っているケースもある。特に、小

面積である場合は、森林組合に介し

てもなかなか買い手が見つからな

い。そのような場合に、今まで調べ

た中ではなかったが、もし外国人が

購入すると持ちかけた場合があれ

ば、森林所有者がそれに乗ってしま

う可能性があるのではないかとい

った今後想定されるものとしての

懸念。このような観点から都道府県

レベルでは条例の整備や市町村に

よる公有林化への支援等を行って

いる。 

 

・委託先における前年度の基本給、

諸手当等の給料の総支給額等から

年間総労働時間を基準に、時間単価

を算出している。なお、委託先で、

受託単価が定められていればそれ

を採用している。 

 

・９頁に人件費の明細があるが、単

価を抑えたのではなく、時間を抑え

ている。 

具体的には、全国の調査の移動時間

は勘案せずに、実際に調査に要した

時間を計上している。 

 

・実態としては、行ける場合は林野

庁の職員も同行はしているが、職員

自身が調査結果の分析や報告書の

作成を行うことは限られた人員、時

間での対応が難しいことから外部

に委託している。 

 

・そのとおり。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

〔抽出番号３：有資格者情報入力ツー

ル改修等業務一式〕 

 

・この業務の落札金額はどこで差がつ

くのか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・見積を徴収したところは、入札に参

加したところか。 

 

・個別資料の概要の①で等級格付けの

基準が変更になったこととあるが、ど

のようなことか。 

 

 

 

 

 

 

 

・点数の配分が変わったということ

か。 

 

 

 

 

 

・それはプログラム改修が必要になる

ようなものなのか。 

 

 

 

 

 

 

 

・本業務に要する経費は、ほとんど

が人件費であり、予定価格の積算に

当たり、人工数については２者から

の見積を参考とし、人件費単価につ

いては市販されている積算資料に

より算出した。落札した業者は、他

の省庁の情報システムのプログラ

ム開発や、改修業務を多く行ってい

るところでノウハウもあり、人件費

もかなり努力できることから、この

価格で入札されたようである。 

 

・そのとおり。 

 

 

・申請者の登録希望業務の実績高や

営業年数等に応じて点数を付与し、

その点数に応じて等級の格付けを

行っているところであるが、例えば

点数が８０点から６０点の場合は C

等級、６０点未満の場合は D等級と

いう等級格付けの基準が変更にな

ったことからそれに対応するため

に改修業務を行ったものである。 

 

・測量・建設コンサルタント等業務

の契約において、４０点未満のもの

は従前は資格がないこととしてい

たが、等級格付け基準の変更によ

り、D 等級を格付けすることとなっ

た。 

 

・プログラム自体が複雑なものであ

り、また、このシステムが農林水産

省の電子入札システムと連携する

ことから、他のシステムに影響を与

えないためにも、専門業者に改修を



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・この有資格者情報入力ツールについ

ては、他の業者が開発したのか。 

 

・改修業務については、開発業者でな

くても可能なのか。 

 

 

・開発業者であるＮＥＣでなくても可

能なのか。 

 

 

 

お願いしている。 

 

・日本電気株式会社（NEC）が開発

したものである。 

 

・今回の改修業務については、比較

的容易な内容であったため、６者の

入札があったものと考える。 

 

・そのとおり。前回の改修は２年前

に行っているが、その時もＮＥＣ以

外の業者が落札し、改修を行ってい

る。 

 

 

〔抽出番号４：平成 24 年度生物多様

性の保全及び持続可能な利用に関す

る定量化手法検証プロセス設計事業

一式〕 

 

・森林技術協会の技術点は高い方か。 

 

 

 

・日本森林技術協会の技術点がこのよ

うに高いと、価格点で逆転は難しいと

思われるが、それだけ技術点を重視し

ていることになるのか。 

 

・６頁の請負契約書で契約保証金が免

除となっているが、契約保証金をもら

う場合もあるのか。 

 

 

 

 

・生物多様性に向けた取組の効果を定

量・視覚化するとあるがどのようなこ

とを行うのか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・昨年もこの事業を実施している

が、経験があったということから高

い技術点になったと思われる。 

 

・総合評価落札方式では、事業の品

質や内容が重視されることから、技

術点が高い方が有利となる。 

 

 

・競争参加資格がある場合について

は、役務の契約は免除となるが、工

事については、ある一定金額以上に

ついては保証金を求めているが、保

証会社等の保証をもって担保が提

供されたものとしている。 

 

・森林計画により、どの場所で間伐

や植え付けなどの施業を行ってい

くかを計画上示しているが、生物多

様性の中でも、種の多様性と生態系

の多様性そして遺伝子の多様性と

大きく三つあり、特に森林計画で



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経験を積むことによってノウハウが

蓄積され、事業受託すればするほど信

頼も得る。そのようになれば、特定の

ところに偏りやすいということにも

なるが、そのようなところを排除する

工夫なり、広く多くの方に入札に参加

していただく工夫を検討されている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

は、生態系の多様性として、森林の

場所が若い林の場所からある程度

成長した林、針葉樹の林や広葉樹の

林といった森林について施業を行

っていく中で、多様なものがランダ

ムに配置されるとか、そういったも

ので多様性が大きくなっていくと

いう考えがあるので、そういったも

のを見せていくというものと、実際

に森林の中の植生の種とかがどの

ようになるのかを検証しながら多

様性がどのようになるのか数値等

によって明らかにするのがこの事

業の目的である。 

 

・１者応札の解消にも繋がることに

なるが、そのためには、新規参入者

の確保が重要と考え、例えば、ホー

ムページに掲載する入札公告を広

く業者のＰＲすることや、公告期間

を長くすることにより周知期間を

確保する。新規参集者は技術的なこ

とが確立されていない部分もある

ので、総合評価落札方式であれば、

技術提案までの期間を長くして余

裕を持たせることや、継続の委託契

約であれば、前年度の成果物をホー

ムページ等で公表し、調査内容等を

明らかにする。また、入札公告に掲

載する仕様書を具体的に記載し分

かりやすい内容にすることが重要

と考える。 

 

 

その他 

・委員会としての意見はなし。 
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